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研究成果の概要（和文）：　
本研究は中国で権利保障・利益要求を目的とする集合行為を維権運動と捉え、環境、労働、土地収用、政治自由
をめぐる戦いに関し実証的な研究を行ったうえで、１）自由化、情報化で人々の権威意識は向上してきたこと、
２）ソーシャルメディアの発展は動員の効率を高め、抗議活動の組織・参加のリストを引き下げたこと、３）弾
圧コストの向上と財政能力の改善によって当局は経済的妥協を抗議事件の解決方法選ぶ傾向が強まったことを維
権運動拡大のメカニズムとして検証した。近年、当局はネット規制と弾圧の強化などで運動の拡大を阻止しよう
としている。

研究成果の概要（英文）： The collective protests, or what the Chinese government terms “mass 
incidents,” have increased since 1990. Focusing on environment protests, labor movement, land 
politics, struggle for political freedom, this project carried out empirical research  on how the 
collective protests developed in China, and　pointed out the following mechanisms which expanded 
collective protests.  1) people's right awareness has improved while liberalization and the rule by 
law made progresses. 2) development of social media  has improved the mobilization efficiency and 
lowered the risks of organizing and participating  protest activities, 3) facing increased 
repression costs, and with higher financial capacity, the authorities tended to choose economic 
compromise as a solution to protests by 
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１． 研究開始当初の背景 
 
改革開放以降、中国の急速な経済成長は底
上げの形で人々の生活を向上させたが、経済
格差の拡大で弱者の不満は言うまでもなく、
強引な開発政策がしばしば関係者の利益を
無視する形で進められている。他方、国民は
国家や企業に対し「維権」（法的権利の保護）
の活動を展開してきた。特に、胡錦涛時代に
入ってから、「維権」は民衆の政治意識覚醒
のシンボルとして定着し、要求の対象も経済
的権利から社会的権利、政治的自由へと拡大
している。さらに、維権運動はしばしばデモ
やストライキなどの対抗型闘争手段を使い、
開発のあり方や社会の安定化に様々なイン
パクトを与えている。 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、今日の中国において権利保障・
利益要求を目的とし持続的かつ拡大の傾向
にある集合行為を維権運動と、さらにその中
でデモやストライキなどの対抗型闘争手段
を用いる維権運動を抗議型維権運動と捉え
たうえで、１）住民運動、労働運動、土地政
治、政治的自由空間をめぐる戦いがどのよう
に展開されているか、２）運動拡大のメカニ
ズムとは何かを明らかにすると同時に、３）
比較分析の手法を用いて、権威主義体制と民
主主義体制における社会運動の生成と発展
に関する主な共通点と相違点を抽出する。 
 
３．研究の方法 
 
本研究は実証的な分析対象を経済的維権
運動から政治的維権運動を取り上げると同
時に、維権運動と企業、特に政府との相互作
用にも着目し、運動の過程を個別事件の解決
から制度改革の有無へと拡大する。 
本研究は欧米発社会運動理論を全面的な
応用し、諸外国との比較によって、中国の抗
議型維権運動を比較分析の土台を乗せ、諸外
国の社会運動との共通点、相違点を明らかに
する。 
本研究は中国、インドなどの地域研究、比
較政治学の専門家の共同作業によって、政治
学、社会学、法学などのディシプリンから抗
議型維権運動、ひいては政治社会変動の全体
像を立体的に解明しようとする。 
 
 
４．研究成果 
 
 本研究は「維権運動」に関する実証的研究
と「維権運動」の拡大メカニズムを中心に行
われたが、本研究プロジェクト実施期間中に、
中国の「維権運動」は縮小の局面を迎えた。
本研究はなぜ縮小したかをも分析した。 
 
 「維権運動」の実態に関する実証的研究で

は「維権運動」を大衆主体の経済社会的維権
運動と、民主化活動家主体の政治的維権運動
の二つに分ける。 
 
 現段階では、抗議活動の数や参加者の規模
からみると、「維権運動」のほとんどは経済
社会的権利を中心に展開され、農民、労働者
および市民はその主体となっている。経済社
会的維権運動の原因は民衆の合法的な権益
が国家や企業などによって侵害されたこと
である。改革期の中国では、農民の経済負担、
土地収用、都市部の立ち退き、環境汚染、国
有企業の改革および権力不正などはいずれ
も根が深い社会問題である。「維権」事件の
多くは問題の性格が社会から広い関心を集
め、関連分野の公共政策、制度の在り方、仕
組みに関わるが、行政システム、司法システ
ムの整備と運用は重要な欠陥を抱え、関係者
も法的意識が弱い。その結果、民衆は「維権」
の行動を起こす際、公式のチャンネルのほか、
しばしばデモ、ストライキ、座り込み、請願、
集団直訴、集会、交通妨害、暴動などの形を
とる。その激しい行動は当局に圧力をかけ、
また中国社会全体に強い衝撃を与える。「維
権」活動はすべて成果を勝ち取るとは限らな
いが、一部の「維権」行動はメディアの注目、
世論の支持および政府の承認を得て、当事者
の権利回復要求を実現（あるいは部分的に実
現）し、場合によって国民的な意識を高め、
政策の見直し、制度改革につながる。 
 
政治的維権運動は政治的自由と権利の拡
大をめぐる闘いであり、民主化活動やリベラ
ル派知識人はその主体である。1989 年の天
安門事件以降、民主化勢力は大衆的な力を結
集してデモなどの激しい闘争手段で民主化
を要求する力がなかったが、引き続き政治批
判、体制批判を展開し、政治的自由と権利の
拡大を訴え、そして NGOの設立などによっ
て組織的な活動をも展開している。中国当局
はこうした政治活動に対して強い警戒感を
持ち、しばしば民主化勢力の言動を国家転覆
の危険行為と決めつけ、弾圧を行っている。
政治的権利、政治言動の空間をめぐるたたか
いが繰り広げられている中で、民主化勢力は
憲法の関連規定および人権や民主主義に関
する中国政府のレトリックを根拠に、政治的
自由と権利の回復、保障を求める。ここで、
「維権」は民主化活動の合法性を強調する運
動のフレームである。 

 
 注目されるべきことは、経済社会的維権運
動と政治的維権運動とのリンケージである。
すなわち、民主化活動家は次のような意識か
ら大衆主体の「維権運動」への支援、指導に
よって経済社会的維権運動を民主化運動へ
と連携させようとすることである。第１に、
「維権運動」の成果は、当事者の利益が保護
されただけでなく、政策の是正、制度改革に
つながる可能性がある。その内容は民主化、



自由化の内容でなくても、社会改良、政治改
良という意味で、自由化、民主化に寄与する。
第 2に、経済社会的権利の侵害、政治不正が
国家の性格、政治体制と密接な関わりを持つ
以上、「維権運動」は政治批判の意味合いを
持ち、体制の不正を暴き、大衆の不満を現体
制に向かわせることが可能である。第３に、
大衆主体の「維権運動」への支援、指導を通
して国民の権利意識を高め、大衆的なネット
ワークを構築することができる。そこで、「維
権」は民主化運動と経済闘争、社会運動を結
び付ける連結構造である。 
 
「維権運動」の拡大メカニズムに関する研
究では、認知の解放、支配方式の転換、動員
手段の多様化を媒介要素とし、改革期におけ
る政治社会の変化はどのように抗議型維権
運動拡大をもたらしたかを検証した。 

 
まず、本研究は、改革開放期において中国
国民の政治意識はどのように変化し、また、
認知の解放はいかに大衆の維権活動を活発
化させたかについて実証研究を行った。市場
経済化、グローバル化、情報化、価値の多様
化が進む中で、人々の政治意識が徐々に高ま
り、下から政府に権利の実現を訴え、国家な
どの侵害から自らの利益を守ろうとする。
「維権運動」は消費者の権利から財産権、弱
者保護、環境保護、公共サビースの受給およ
び政治的権利へと拡大していった。さらに、
改革開放の時代は個人の欲望を解放し、個人
の権利意識が高まり、平等、公正、正義への
要求が強まり、政治参加が活発化する時代で
もある。毛沢東時代では、大衆の政治参加は
主として政府から動員された結果であった
が、近年、大衆は自ら進んで政府に権利や要
求を主張し、国家や企業などの侵害から自ら
の利益を守ろうとする。 
改革期に入ってから、中国政府も「法治」、
「合法的な権益」（合法権益）の保護を繰り
返し強調し、経済社会的な権利の拡大に積極
的な姿勢を示しただけでなく、一党支配体制
の維持、政治社会の安定を前提に政治的自由
と権利の緩やかな拡大を提唱した。「維権」
の用語はまず一九九〇年代半ばに官製のメ
ディアで登場し、女性や児童の保護、消費者
権利などに使われた。要するに、法律、政策
の範囲内といった条件付きではあったが、中
国政府は「維権」活動の正当性を認めている。
また、労働組合、婦人連合会、消費者協会な
どの官製団体はそれぞれの担当分野で「維
権」活動を行っている。さらに、官製のメデ
ィアや世論は維権活動を高く評価している。 
権力内外の意識の変化を背景とし、「維権」
は法意識、権利意識および政治意識の覚醒、
市民社会の成長、政治参加のシンボルとして
徐々に定着し、大きな合法性と正当性を得た。
その結果、人々は権利の回復闘争、権利の要
求活動を展開する際に、しばしば「維権」の
シンボルを使っている。維権活動の手段とし

ては、行政訴訟や行政不服申し立てなどの公
式チャンネルが利用されているほか、集団抗
議活動が急増してきた。 

 
次に、本研究は抗議型維権運動拡大のメカ
ニズムの一つとして、以下のように支配方式
の緩やかな転換を検証した。 
毛沢東時代の人治と比べれば、改革時代以
降の中国政府は法治国家の建設を目標とし、
また一党支配の維持を前提としながらも、法
的権利の保護と改善を進めた。それは維権運
動が一定の合法性、正当性が得られた主な原
因である。 
集団抗議活動の頻発、特に暴力的な事件は
中国社会に強い衝撃を与え、中国政府の統制
力に大きな挑戦をもたらしている。また、新
興メディアが迅速に事件を伝え、批判的な世
論が形成されると、弾圧のコストが高くなる。
こうした状況下で、中央政府は地方に対して
暴力行使の抑制を指示している。 
他方、中国経済は急成長を続ける中で、地
方政府の財政能力は向上しつつある。大きな
騒ぎや衝突は発生する場合、現場責任者は処
分される恐れが大きいために、地方政府はい
まだに情報規制や抑圧的な手法を使い、事態
の鎮静化を図ろうとするが、経済的な譲歩に
よって事件の収拾を図ろうとする傾向が強
まっている。また、抗議活動の発生と批判的
な世論を背景として、当局は関連分野の制度、
政策を修正する事例も発生している。 
 
第三に、動員手段としてのソーシャルメデ
ィアの役割を考察した。集合行為や社会運動
は政府や企業を相手に利益を要求するため
に、抗争、闘争、対抗の性格を強くもつ。参
加者の力を結集し、協調・統制のある集団行
動を採り、世論などからの支持を調達するこ
となどが成功のポイントである。そのために、
強力なリーダーシップ、コミュニケーション
手段の確保、動員のネットワーク、メディア
への働きかけが必要とされる。長い間、中国
当局は結社と報道の自由、抗議活動の権利を
厳しく制限することによって、他地域や他企
業に不穏な動きが拡大すること、抗議活動が
横の連携をとることを断ち切り、抗議活動に
世論支持の調達を阻止しようとすしてきた。
さらに、当局は圧力、個別的な説得、部分的
な譲歩によって参加者の離脱を図ると同時
に、リーダー、積極的な参加者を厳罰に処し、
大衆を威嚇することによって、抗議活動の再
発をけん制する。長期間にわたって、こうし
た抗議運動への対策は成功を収めてきた。中
国では、社会的不満が広く存在したにもかか
わらず、集団抗議活動は数が少なく、また規
模も小さかった。 
しかし、インターネットの普及とソーシャ
ルメディアの発達によって、社会運動を取り
巻く環境は大きく変わってきた。二〇一一年
六月末現在、インターネットのユーザーは四
億八千五百万人（三四．三％の普及率が）に



達した。そのうち、携帯電話のユーザーは三
億千八百万人、ミニブログ（中国版のツイッ
タ）のユーザーは一億九千五百万人へと急増
した。デジタルカメラ、パソコンを持ち、イ
ンターネット、携帯電話を使えば、だれでも
社会に対して発信することができる。 
ソーシャルメディアはいち早く事件を伝
え、社会の暗部を暴露し、独立の立場から鋭
い政治批判、体制批判を展開することで、不
満の共有化が進んでいる。さらに、チャッ
ト・サイト、携帯電話のショットメールによ
るコミュニケーションのネットワーク、ミニ
ブログは同窓会、同僚、同郷、趣味といった
団体のメンバーシップとも重なり、しばしば
不満の連携、抗議活動の動員に活用される。 
ミニブログやWeChatの時代に突入した今
日では、民間世論の影響力はいっそう向上し
てきた。抗議行動の動向はリアルタイムで文
字、写真、映像の形で国内外に伝えられる。
国内外の世論が注目するなかでは、当局によ
る露骨な弾圧のコストは確実に高くなって
いる。そして、抗議活動が成功し、新興メデ
ィアがその経験を伝えると、それに共鳴する
大衆は成功の手法を複製しようとする。言い
換えれば、インターネット、ソーシャルメデ
ィアは不完全でありながら、広範な民衆に集
団活動への動員と協調、世論支持の調達に有
力な武器を提供し、結社の自由、報道の自由
の代替手段としての役割を果たしている。 
 
 本研究は「維権運動」の縮小の局面をも考
察した。胡錦涛政権まで、中国の「維権運動」
は権力内外における政治意識の転換、緩やか
な自由化と急速な情報化の過程で徐々に発
展してきた。まず江沢民時代は官製のメディ
アや官製の団体が大きな役割を果たした。胡
錦涛時代では、権利意識が強まった農民、労
働者、市民は主役となり、民主化活動家、特
にリベラルな知識人はソーシャルメディア
を活用し、大衆主体の経済社会的維権運動を
支援、指導してきた。当局は従来と比べれば
抑圧的手段をある程度控え、集団抗議活動に
対し譲歩するケースが増えた。その結果、「維
権運動」は大きな広がりを見せた。 
 習近平時代に入ってから、中国当局は以下
のことから「維権運動」に対する危機感を深
めた。第一に、それまでに、各地方は法律・
制度ではなく、場当たり的な政治解決方法で
抗議事件の解決を図った。「民衆が騒ぎを起
こさなければ問題は解決しない。小さな騒ぎ
を起こせば小さな解決、大きな騒ぎを起こせ
ば大きな解決になる」と言われるように、抗
議事件の規模は大きければ大きいほど、抗議
の手段は暴力的であればであるほど、当局か
ら大きな譲歩を勝ち取ることができる。政治
的解決の手法は逆に抗議活動の増大を招く。
それは当局の支配力に大きな挑戦をもたら
した。次に、ミニブログやWeChatの活用に
よって、リベラルな知識人は情報流通と世論
形成への影響力が拡大に増大した。特に、経

済社会的維権運動と政治的維権運動は連携
し、民主化運動へと発展すれば、一党支配へ
の挑戦は格段に大きくなる。最後に、人件費
の高騰やバブル経済の形成で中国経済のリ
スクは大きくなった。中国当局は経済危機と
それによる社会的混乱の可能性に対する警
戒感を強めた。 
以上の危機感から、中国当局は手法で「維
権運動」を厳しく取り締まるようになった。
その主な手法は、以下の通りである。一つ目
は、インターネット規制の強化によって情報
の流通をコントロールし、抗議者による世論
支持を調達できないようにすることである。
二つ目は、抗議者の要求に対し譲歩せず、強
引な手法で事件の収拾を図ることによって、
抗議活動のリスクを高めることである。 
三つめは、思想統制と活動家への弾圧によっ
て、経済社会的維権運動と政治的維権運動と
の連携、特に民主化運動の発生を未然に防ぐ
ことである。当局の取り締まりの強化によっ
て、中国の抗議型維権運動は徐々に縮小の局
面に転じていった。 
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